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再処理施設
廃棄物管理施設

設⼯認申請の対応状況について
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資料１【公開版】



【再処理施設，廃棄物管理施設】

Ⅰ．補正・認可に向けた取組状況について

Ⅱ．確認運転の実施（保安規定の変更を含む）について

Ⅲ．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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Ⅰ．補正・認可に向けた取組状況について
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１．補正・認可に向けた状況(1/2)
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 前回（６/８）審査会合において，設計ルールに関する説明は⼀旦完了し，その技術的な根拠や詳細
について補⾜説明資料に整理し，また，並⾏して補正に向けた準備を進めることとしている。

 補正・認可に向けた具体的な取組
• 補正・認可に向けては，上記のとおり，審査会合で議論いただいた設計ルールに基づいて，技術的な

根拠について補⾜説明資料に整理する以下①に加えて，規制庁殿とヒアリングで密にコミュニケーション
を図り，これまで実績のあるMOX燃料加⼯施設の進め⽅も踏まえて，以下②についても進めている。

① これまでの審査会合で議論いただいた設計ルールの技術的な根拠や詳細を，発電炉と同様に，個別
の補⾜説明資料に整理。

② 参考とできる先⾏実績がなく，発電炉と施設の特徴が異なっていることなどから，技術基準適合・許
可整合のために，補正書（本⽂・添付説明書）として⽰すべき事項を整理することを⽬的とした補⾜
説明資料を条⽂単位で整理。
また，これら⽰すべき事項に関して具体的な構造設計等についても，本⽂（基本設計⽅針）から具
体的な設計までを当該補⾜説明資料において整理。

 現在の状況（ Ｐ6〜14）
• 現在，これら①,②について，新規制基準で要求事項が追加された等の主な条⽂（耐震，外衝，

内部⽕災，溢⽔，SAなど）を優先して，補⾜説明資料の構成や記載内容について過不⾜がないか，
これまでの審査会合での議論が適切に反映されているかなど，規制庁殿とヒアリングで順次確認をいた
だき整理を進めているところ。

• 今後も，規制庁殿とヒアリングで密にコミュニケーションを図り，補正・認可までの具体的な取組を明確
にしながら，審査会合で議論いただいた設計ルールに基づいて，整理を進めていく。また，補⾜説明資
料の内容の精査については，認可を受けるまで継続して実施していく。



状況対象

• 耐震は，優先して整理すべき事項を認識共有したうえで，①として，評価対象の網羅性や既設⼯認との
評価⼿法の相違点について確認を受けている状況。また，②として，地盤の⽀持性能や地震応答解析と
いった耐震設計の基本⽅針について設⼯認へ記載すべき内容について確認を受けている状況。

• 材料及び構造は，①として，重⼤事故の⽔素爆発時の瞬間的な圧⼒上昇に対する強度評価の評価内
容について確認を受けている状況。また，②として，基本⽅針，評価対象の網羅性，強度評価の評価
内容について確認を受けている状況。

耐震／
材構関係

• 外部衝撃のうち⻯巻等は，①として，防護対象の選定根拠について確認を受けている状況。また，➁とし
て，構造設計等について確認を受けている状況。外部⽕災は，①として，防⽕帯を敷地境界まで拡張し
たことに伴う変更内容について確認を受けている状況。

• 内部⽕災は，①として，防護対象の選定根拠，⽕災の消⽕(固定式消⽕設備により消⽕を⾏う区画の
選定根拠）及び影響軽減対策（系統分離対策が必要な対象設備とその防護設備（隔壁等）の設計
⽅針）について確認を受けている状況。また，②として，消⽕設備のシステム及び構造設計等について確
認を受けている状況。

• 溢⽔は，①として，防護対象の選定根拠，溢⽔源の特定，溢⽔影響評価⽅法（没⽔・被⽔・蒸気）
及び溢⽔防護対策設備の構造設計等について確認を受けている状況。

設計基準
関係

• 重⼤事故関係は，①として，可搬型重⼤事故等対処設備の保管時の⾃然現象等に対する防護設計の
考え⽅，使⽤時の設備設計の前提となる事故時の環境条件の設定根拠について確認を受けている状況。
また，②として，蒸発乾固(第39条)，⽔供給設備(第45条)など条⽂ごとに系統設計，容量設計及び
構造設計等について確認を受けている状況。

重⼤事故
関係

5

１．補正・認可に向けた状況(2/2)

 これまでの審査会合で議論いただいた設計ルールに基づいて，技術的な根拠や詳細を個別の補⾜説明
資料に整理するとともに，補正書の本⽂・添付説明書に⽰すべき事項の整理について，主要な条⽂を
優先して確認を受けている。なお，下表の通り，前回（6/8）審査会合以降，新たな論点はない。

①︓技術的な根拠や詳細を整理することを⽬的とした個別の補⾜説明資料
②︓補正書（本⽂・添付説明書）として⽰すべき事項を整理することを⽬的と

した補⾜説明資料（具体的な構造設計等の整理含む）



1 ー ● ー 変更なし条⽂※4

2 地盤 1/1 ● 〇

3 地震 55/55

4 ー ● 〇

5 23/24 ● ●

6 13/16 ● 〇

7 8/11 ● 〇

8 3/3 ● 〇

9 8/8 ● 〇

10 ー ー ー 第1回申請において認可済

11 ー ー ー 第1回申請において認可済

12 1/1 ● 〇 変更なし条⽂(その他設計変更有り)

13 27/29 ● ●

14 10/10 ● 〇

15 3/3 ● 〇

16 1/1 ● ●

17 ー ー ー 第16条とあわせて整理

18 2/6 ● 〇

19 10/10 ● 〇

20 ー ● ー 変更なし条⽂※4

21 ー ● ー 変更なし条⽂※4

22 ー 〇 ー 変更なし条⽂※4

23 0/1 〇 〇

24 ー 〇 ー 変更なし条⽂※4

第5条,第32条,第6条,第33条 地盤/地震
● 〇

第22条 安全保護回路

第21条 放射線管理施設

第20条 計測制御系統施設

第19条 使⽤済燃料の貯蔵施設等

第18条 搬送設備

第17条/第37条 材料及び構造

第16条 安全機能を有する施設

第15条　安全上重要な施設

第14条 安全避難通路等

第13条 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防⽌

第12条 再処理施設内における溢⽔による損傷の防⽌

第11条/第35条 ⽕災等による損傷の防⽌

第10条　閉じ込めの機能

第9条　再処理施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(⻯巻)

第7条/第34条 津波による損傷の防⽌

第4条 核燃料物質の臨界防⽌

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(航空機落下)

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(その他)

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(落雷)

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(⽕⼭)

第8条 外部からの衝撃による損傷の防⽌(外部⽕災)

凡例
○ ︓対象

︓対象外
● ︓提出済

︓ヒアリング中

２．再処理施設の補⾜説明資料の提出及びヒアリングの状況まとめ(1/2)
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※1︓資料数及び対象「○」/対象外「ー」は進捗に応じて都度⾒直す。提出後も事実確認のヒアリングを踏まえ、適宜改訂する。なお、提出・改訂は設⼯認補正後も⾏う。
※2︓補正書に⽰すべき事項の整理のための補⾜説明資料（「共通的な補⾜説明について（共通00 R２ 令和３年９⽉17⽇）」）
※3︓補⾜説明資料（再処理）の整理を踏まえ，補⾜説明資料（廃棄物）を整理する。
※4︓変更なし条⽂に対して，申請書としての記載の適正化を⾏うため，別紙を整理。設計変更はないため参考は対象外。
※5︓再処理施設では第43条関連の重⼤事故が想定されず，設計対象がないため参考は対象外。

①補⾜説明資料
・技術的な根拠や詳細を整理

②補⾜説明資料
・別紙︓補正書として⽰すべき事項を整理
・参考︓⽰すべき事項に関して具体的な構造

設計等を整理

①
補⾜説明資料※1

技術基準条⽂

提出/⺟数

No 備考

②
補⾜説明資料※1,2,3

(再処理)

別紙 参考
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２．再処理施設の補⾜説明資料の提出及びヒアリングの状況まとめ(2/2)

凡例
○ ︓対象

︓対象外
● ︓提出済

︓ヒアリング中

※1︓資料数及び対象「○」/対象外「ー」は進捗に応じて都度⾒直す。提出後も事実確認のヒアリングを踏まえ、適宜改訂する。なお、提出・改訂は設⼯認補正後も⾏う。
※2︓補正書に⽰すべき事項の整理のための補⾜説明資料（「共通的な補⾜説明について（共通00 R２ 令和３年９⽉17⽇）」）
※3︓補⾜説明資料（再処理）の整理を踏まえ，補⾜説明資料（廃棄物）を整理する。
※4︓変更なし条⽂に対して，申請書としての記載の適正化を⾏うため，別紙を整理。設計変更はないため参考は対象外。
※5︓再処理施設では第43条関連の重⼤事故が想定されず，設計対象がないため参考は対象外。

①
補⾜説明資料※1

技術基準条⽂

提出/⺟数

No 備考

②
補⾜説明資料※1,2,3

(再処理)

別紙 参考

①補⾜説明資料
・技術的な根拠や詳細を整理

②補⾜説明資料
・別紙︓補正書として⽰すべき事項を整理
・参考︓⽰すべき事項に関して具体的な構造

設計等を整理

25 0/1 〇 〇

26 ー ● ● 変更なし条⽂(その他設計変更有り)

27 ー ● 〇 変更なし条⽂(その他設計変更有り)

28 ー ー ー 変更なし条⽂※4

第10条とあわせて整理

29 1/2 ● 〇 変更なし条⽂(その他設計変更有り)

30 ー ● ー 変更なし条⽂※4

31 2/2 ● ●

32 0/1 ● 〇

33 ー ● 〇

34 5/10 ● 〇

35 0/1 ● 〇

36 4/4 ● 〇

37 0/1 ● 〇

38 ー ● 〇

39 0/2 ● 〇

40 ー ● ー※5

41 ー ● ●

42 1/1 ● ●

43 電源 ー ● ●

44 補機 1/1 ● ●

45 ー 〇 〇

46 ー ー ー 第23条とあわせて整理

47 ー ー ー 第21条とあわせて整理

第46条 電源設備

第49条 監視測定設備

第48条 制御室

第47条 計装設備

第45条 重⼤事故等時に必要となる⽔源及び⽔の供給設備

第44条 ⼯場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備

第43条 放射性物質の漏えいに対処するための設備

第42条 使⽤済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備

第41条 有機溶媒等による⽕災⼜は爆発に対処するための設備

第40条 放射線分解により発⽣する⽔素による爆発に対処するための設備

第39条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

第38条 臨界事故の拡⼤を防⽌するための設備

第36条 重⼤事故等対処設備

第31条/第51条 通信連絡設備

第30条/第50条 緊急時対策所

第29条 保安電源設備

第28条 換気設備

第27条 遮蔽

第26条 使⽤済燃料等による汚染の防⽌

第25条 保管廃棄施設

第24条 廃棄施設

第23条　制御室等



＜建物・構築物＞

地震（建物・構築物）に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼

■ ■ ■ ▼ ■ ■ ■ ■ ■ ▼ □ 1/1

耐震評価対象の網羅性，既設⼯認との⼿法の相違点の整理について(建物・構築物) ▼ ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

下位クラス施設の波及的影響の検討について(建物・構築物) ▼ ▼ □ 1/1

耐震設計における安全機能の整理について ▼ □ 1/1

建物・構築物（屋外重要⼟⽊構築物以外）の地震応答解析及び応⼒解析における既設⼯認と今
回設⼯認の解析モデル及び⼿法の⽐較について

▼
■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

洞道の既設⼯認からの変更点について
▼
■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

地震応答に影響を及ぼす不確かさ要因の整理について(建物・構築物) ▼ □ 1/1

隣接建屋の影響に関する検討
▼
■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

建物・構築物の⽔平2⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する評価部位の抽出
▼
■ ▼ ■ ■ ▽ □ 1/1

洞道の⽔平2⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組み合わせに関する影響評価について
▼
■ ▼ ■ ▼ □ 1/1

建物・構築物周辺の設計⽤地下⽔位の設定について
▼
■ ■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析における「建屋側⾯地盤ばね」及び「地盤のひずみ依存特性」の評価
⼿法について

▼
■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析に⽤いる地盤物性の設定について
▼
■ ▼ ■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトンカーブの設定 ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析に⽤いる鉄筋コンクリート造部の減衰定数に関する検討 ▼ ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析における建物・構築物の剛性に係る材料物性のばらつきに関する検討 ▼ ▼ □ 1/1

建物・構築物の地震応答解析における質点系モデルの設定の考え⽅について
▼
■ ▼ □ 1/1

FEMモデルにより地震応答解析を実施する建物・屋外機械基礎のモデルの設定について
▼
■ ■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の応⼒解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え⽅
▼
■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の応⼒解析における地震荷重の⼊⼒⽅法
▼
■ ▼ □ 1/1

建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適⽤性について ▼ □ 1/1

建物・構築物の応⼒解析における断⾯の評価部位の選定 ▼ □ 1/1

応⼒解析における応⼒平均化の考え⽅
▼
■ ▼ ■ ▼ □ 1/1

排気筒及び換気筒の耐震性評価に関する補⾜
▼
■ ■ ■ ▼ □ 1/1

⻯巻防護対策設備の耐震性評価に関する補⾜
▼
■ ▼ ■ ■ ■ ■ ■ □ 1/1
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第5条,第32条/第6条,第33条
地盤/地震

（提出済みの資料数︓58/58）※

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(1/7)

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

(参考)
〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※

計画（案） 備考条⽂ 整理内容

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。

第4条
臨界

（提出済みの資料数︓1/1）※

臨界に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化 ▼
■ ▽ □ 変更なし条⽂ 1/1



地下⽔排⽔設備の耐震安全性評価について
▼
■ ■ ▼ □ 1/1

洞道の耐震安全性評価について
▼
■ ▼ ■ ▼ □ 1/1

可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所の耐震安全性評価について ▼ □ 1/1

建物・構築物の基準地震動を1.2倍した地震⼒による重⼤事故等対処の成⽴性確認について
▼
■ ▼ □ 1/1

地盤に係る設計⽅針及び詳細設計 ■ ■ ▼ ▽ □ 1/1

地盤の⽀持性能について ▼ ▼ ■ ■ ▽ □ 1/1

＜機器・配管系＞

地震（機器・配管系）に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ■ ■ ■ ▼ ▼ ■ ■ ■ ■ ▼ □ 1/1

耐震評価対象の網羅性，既設⼯認との⼿法の相違点の整理について(機器・配管系) ▼ ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

既設⼯認からの変更点について ▼ ▼ ■ ▼ ■ ■ ▽ □ 1/1

加振試験結果を⽤いた耐震設計内容（環状形パルスカラム）
▼
■ ▼ □ 1/1

鉛直⽅向の動的地震考慮による設備の浮き上がりの影響について ▼ □ 1/1

⽔平⽅向と鉛直⽅向の動的地震⼒の⼆乗和平⽅根（SRSS）法による組合せについて ▼ ▼ □ 1/1

機能維持評価⼿法の適⽤について
▼
■ ▼ □ 1/1

剛な設備の固有周期の算出について
▼
■ □ 1/1

新たに適⽤した減衰定数について
▼
■ □ 1/1

耐震Sクラス設備の耐震計算書におけるSd評価結果の記載⽅法 ▼ ▼ □ 1/1

⽔平2⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する設備の抽出及び考え⽅について ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

下位クラス施設の波及的影響の検討について(機器・配管系) ▼ □ 1/1

配管系の評価⼿法（定ピッチスパン法）について ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

耐震設計における等価繰り返し回数の算出⽅法について
▼
■ ▼ □ 1/1

グローブボックスと配管の接続部における耐震設計の考え⽅ ▼ ▼ □ 1/1

加振試験等を踏まえたグローブボックスの耐震評価⼿法の妥当性 ▼ ▼ □ 1/1

容器の耐震評価における内包流体の設定について ▼ ▼ □ 1/1

クレーンのすべり挙動及び転倒防⽌機構の評価について
▼
■ ▼ ▼ □ 1/1

⽔中構造物の排除⽔質量による応答低減効果の考慮について
▼
■ ▼ □ 1/1

重⼤事故等時に作⽤する荷重と地震⼒の組合せについて
▼
■ □ 1/1
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第5条,第32条/第6条,第33条
地盤/地震

（提出済みの資料数︓58/58）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(2/7)
(参考)

〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※
計画（案） 備考条⽂ 整理内容

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



計算機プログラム（解析コード）の概要について ▼ ▼ □ 1/1

⽕災防護設備の耐震性に関する説明書の補⾜
▼
■ ▽ □ 1/1

⼀関東評価⽤地震動（鉛直）に対する影響確認について(機器・配管系) ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

隣接建屋の影響に対する影響確認について(機器・配管系) ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

地震応答解析における材料物性のばらつきに伴う影響確認について(機器・配管系) ▼ ▼ ▼ □ 1/1

地震荷重と事故時荷重の組合せについて ▼ □ 1/1

屋内設備に対するアンカー定着部の評価について ▼ □ 1/1

機器と配管の相対変位に対する設計上の扱いについて ▼ □ 1/1

ダクト評価で⽤いる補正係数，安全係数の設定根拠について ▼ □ 1/1

基準地震動Ssを1.2倍した地震⼒に対する評価における許容限界等の適⽤について
▼
■ ▼ □ 1/1

津波に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ □ 1/1

⻯巻対策設備による⻯巻防護設計（採⽤経緯）
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ▼

■ ■ ▼ ■ ▼ ▼
■ ▽ □ 1/1

⻯巻対象設備及び⻯巻対策設備の設計・構造
（②補⾜説明資料） ▼ ▼

■ ▼ ■ ▼
■ ▽ □ 1/1

⾶来物の設定 ▼ ▼ ▽ □ 4/4

設計⻯巻による直接的影響を考慮する施設の選定 ▼ ▼
■

▼
■

▼
■

▼
■ ▼ ■ ▽

□
3/3

評価対象部位の選定 ▼ ▽
□

8/8

強度評価 ▼ ▽ □ 12/13

⻯巻に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1
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第5条,第32条/第6条,第33条
地盤/地震

（提出済みの資料数︓58/58）※

第7条/第34条
津波

（提出済みの資料数︓1/1）※

第8条
外部衝撃(⻯巻)

（提出済みの資料数︓24/25）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(3/7)
(参考)

〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※
計画（案） 備考条⽂ 整理内容

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



降下⽕砕物防護対象施設の設計・構造
（②補⾜説明資料） ▼ ▼

■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

⽕⼭による影響を考慮する施設の選定 ▼ ▼ ■ ▼
■ ▼ ▼

■
▼
■ ▼ ■ ▽

□ 2/2

静的負荷に対する評価対象部位の選定及び強度評価 ▼ ▼ ■ ▽ □ 2/2

閉塞 ▼ ▽ □ 3/4

磨耗 ▼ ▽ □ 2/2

腐⾷ ▼ ▽ □ 2/2

⼤気汚染 ▽ □ 1/3

絶縁低下 ▼ ▽ □ 2/2

間接的影響（外部電源喪失及びアクセス制限） ▼ ▽ □ 2/2

⽕⼭に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

防⽕帯の設計・構造 ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 2/2

評価の前提条件、評価対象部位の選定 ▼ ▽ □ 2/3

温度評価の⽅針、評価結果 ▼ ▽ □ 5/6

外部⽕災に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▽ □ 8/10

評価の前提条件、評価対象部位の選定
▼
■ ▼ ■ ▼ ▽ □ 4/4

落雷に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

外気取⼊⼝の⽣物学的事象に対する考慮、外気温度の設定等 ▼ ▼ ■ ▽ □ 8/8

その他外部衝撃に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ 1/1

閉じ込め/汚染防⽌に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化、その他変更の⼯事内容
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▼ ■ ▽ □ 変更なし条⽂ 2/2

内部⽕災に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

防護対象の選定，⽕災区域の設定 ▼ ▼ ■ ■ ▼ ■ ▽ □ 2/2

⽕災の発⽣防⽌対策，不燃性材料⼜は難燃性材料の使⽤ ▼ ▽ □ 8/9

⽕災の感知
▼
■ ▽ 1/3

⽕災の消⽕ ▼ ■ ▼ ■ ■ ▼ ■ ▽ □ 7/9

⽕災の影響軽減 ▼ ▼ ■ ▼
■ ■ ▼ ■ ▽ □ 10/10

⽕災防護計画 ▼ ▽ □ 1/2
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第8条
外部衝撃(⽕⼭)

（提出済みの資料数︓9/12）※

第8条
外部衝撃(外部⽕災)

（提出済みの資料数︓14/17）※

第8条
外部衝撃(落雷)

（提出済みの資料数︓4/4）※

第8条
外部衝撃(その他)

（提出済みの資料数︓9/9）※

第10条 閉じ込め
/第26条 汚染防⽌

（提出済みの資料数︓2/2）※

第11条/第35条
内部⽕災

（提出済みの資料数︓28/30）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

(参考)
〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※

計画（案） 備考条⽂ 整理内容

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(4/7)

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



溢⽔防護対象設備の設定
▼
■ ▼ ■ ▼ ■ 1/1

溢⽔源・溢⽔量の設定
▼
■ ▼ ■ ▼ ■ 1/1

影響評価
▼
■ ▼ ■ ▼

■ ■ ▼ ■ ▼ ■ □ 5/5

溢⽔対策設備 ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

耐震評価 ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

強度評価 ▼ ▼ ■ ▼ □ 1/1

溢⽔に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

化学薬品の漏えい評価
▼
■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

薬品選定
▼
■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

化学薬品対策設備 ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

薬品漏えいに係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

安全避難通路に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 2/2

環境条件等 ▼ ▽ □ 2/6

安重/安有に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

材料・構造に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▼ ▼ ▼ ■ ▼ ■ ■ □ 1/1

材構の対象施設に係る設備やその考え⽅について ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

⾼圧ガス保安法等の取扱い（再処理の技術基準との同等性、妥当性） ▼ ▼ ■ ▼ ■ 1/1

⽔素爆発等の影響を受ける容器及び管の評価について、インプット条件や解析の詳細、その妥当性に
ついて ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

計算機プログラム（解析コード）の使⽤実績や検証内容について ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

搬送設備に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▽ □ 変更なし条⽂ 1/1

貯蔵等に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化
（②補⾜説明資料）

▼
■ □ 変更なし条⽂ 1/1

計測制御設備に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化
（②補⾜説明資料） ▽ □ 変更なし条⽂ 0/1
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第12条
溢⽔

（提出済みの資料数︓11/11）※

第13条
薬品漏えい

（提出済みの資料数︓4/4）※

第14条
安全避難通路等

（提出済みの資料数︓2/2）※

第15条/第16条
安重/安有

（提出済みの資料数︓3/7）※

第17条/第37条
材料・構造

（提出済みの資料数︓11/11）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

(参考)
〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※

計画（案） 備考条⽂ 整理内容

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(5/7)

第20条
計測制御設備

（提出済みの資料数︓0/1）※

第19条
貯蔵等

（提出済みの資料数︓1/1）※

第18条
搬送設備

（提出済みの資料数︓1/1）※

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



放射線管理/監視測定に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▽ □ 0/2

保護回路に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▽ □ 変更なし条⽂ 0/1

制御室に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▽ □ 0/2

廃棄に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化、その他変更の⼯事内容
（②補⾜説明資料）

▼
■ ■ ▼ ■ ▼ ▽ □ 変更なし条⽂ 1/1

保管廃棄に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化、その他変更の⼯事内容
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 変更なし条⽂ 1/1

遮蔽に係る設計⽅針及び詳細設計の適正化、その他変更の⼯事内容
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 変更なし条⽂ 2/3

換気に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▽ □ 変更なし条⽂ 1/1

HEAF対策及び1相開放故障対策
▼
■ ▼ ■ ▼ ■ ▼ □ 2/2

保安電源に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料）

▼
■ ▼ ■ ▼ ▼ □ 1/1

緊急時対策所に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/2

通信連絡設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

環境条件の設定 ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▼ ▽ □ 1/1

SA設備の適合性⼀覧表等 ▽ □ 0/2

各ハザードを考慮するSA設備の選定等 ▼ ▼ ■ ▼ ▼
■

▼
■

▽
□ 2/2

保管場所及びアクセスルート ▼ ■ ▼
■

▼
■

▽
□ 1/1

1.2SsのSA設備の機能維持の整理等
▼
■ 1/1

重⼤事故に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

共⽤設備、⾃主対策設備の悪影響防⽌、事故後8⽇以降の放射線に対する評価 ▽ □ 0/3
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第21条/第49条
放射線管理/監視測定

（提出済みの資料数︓0/2）※

第22条
保護回路

（提出済みの資料数︓0/1）※

第23条/第48条
制御室

（提出済みの資料数︓0/2）※

第24条
廃棄

（提出済みの資料数︓1/1）※

第25条
保管廃棄

（提出済みの資料数︓1/1）※

第27条
遮蔽

（提出済みの資料数︓2/3）※

第28条
換気

（提出済みの資料数︓1/1）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

(参考)
〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※

計画（案） 備考条⽂ 整理内容

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(6/7)

第29条
保安電源

（提出済みの資料数︓3/3）※

第30条/第50条
緊急時対策所

（提出済みの資料数︓1/2）※

第31条/第51条
通信連絡設備

（提出済みの資料数︓1/1）※

第36条
重⼤事故等対処設備

（提出済みの資料数︓6/11）※

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



第47条
計装設備

（提出済みの資料数︓0/1）※

容量設計等 ▽ □ 0/1

SA臨界に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ▽ □ 1/1

容量設計等 ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 4/4

蒸発乾固に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 1/1

容量設計等 ▽ □ 0/1

⽔素爆発に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▽ □ 1/1

有機溶媒⽕災に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ▽ □ 1/1

容量設計等 ▽ □ 0/2

使⽤済燃料貯蔵槽の冷却等に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

放射性物質の漏えいに係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▽ □ 1/1

放出抑制設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ □ 1/1

⽔供給設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ ■ ▼ ■ ▽ □ 2/2

電源設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ □ 1/1

補機駆動⽤燃⼒供給設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▼ ▼ □ 2/2

計装設備に係る設計⽅針及び詳細設計
（②補⾜説明資料） ▽ □ 0/1

(参考)
〜6/7 6/8 6/15 6/22 6/29 7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21 9/28 10/5 10/12 10/19 10/26 11/2 11/9 11/16 11/23 11/30 12/7 12/14 12/21 提出数/資料数※

計画（案） 備考条⽂ 整理内容
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第38条
SA臨界

（提出済みの資料数︓1/2）※

第39条
蒸発乾固

（提出済みの資料数︓5/5）※

第40条
⽔素爆発

（提出済みの資料数︓1/2）※

第41条
有機溶媒⽕災

（提出済みの資料数︓1/1）※

第42条
使⽤済燃料貯蔵槽の冷却等

（提出済みの資料数︓1/3）※

第43条
放射性物質の漏えい

（提出済みの資料数︓1/1）※

本計画表では，縦軸に，補⾜説明資料に整理する項⽬を⽰す。横軸に，
⽇本原燃から原⼦⼒規制庁への資料提出や，原⼦⼒規制庁に内容確認
をいただくヒアリングについて，実績及び想定スケジュールを⽰す。項⽬によって
は，数回に分割して資料提出を予定している場合もあり，その場合には，
複数の提出予定を記載。

凡例 ▽︓資料提出予定 ▼︓資料提出実績 □︓ヒアリング予定 ■︓ヒアリング実績 ︓ヒアリング中
※補⾜説明資料は複数の整理内容に関係するものがあるため、「条⽂毎の資料数（条⽂欄に記載）」と「整理内容毎の資料数（参考欄に記載）を条⽂単位で⾜し合わせた数」とが整合しない場合がある。

３．再処理施設の補⾜説明資料の提出計画(7/7)

第44条
放出抑制設備

（提出済みの資料数︓1/1）※

第45条
⽔供給設備

（提出済みの資料数︓2/2）※

第46条
電源設備

（提出済みの資料数︓3/3）※

▽及び□は初回提出／ヒアリングの予定を⽰す。進捗に応じてスケジュール／回数は適宜⾒直す。



Ⅱ．確認運転の実施（保安規定の変更を含む）について

15



１．はじめに

16

 再処理施設は、これまで段階的な試験運転を実施しており、現在の施設の状況としては、核
燃料物質を扱う主要な⼯程（せん断、溶解、分離、精製、脱硝、ガラス固化など）は、安全な状
態で停⽌中、試験運転において発⽣した核燃料物質等は安全な状態で貯蔵し、その安全
性を維持するために必要な⼀部の設備は運転を継続している。

 このうち、停⽌状態にある核燃料物質等を扱う主要な⼯程に対し、停⽌期間が⻑期化して
いることを鑑み、施設の信頼性を⾼める取組みとして、しゅん⼯前に設備の健全性等を確認す
るための確認運転を実施したいと考えている。

 確認運転では、過去の試験運転において発⽣した核燃料物質を含むプルトニウム濃縮液等
（以下、溶液）および⾼レベル濃縮廃液等（以下、廃液）を⽤いることとし、併せて、当該
系統に対して、使⽤前事業者検査として漏えい確認を⾏う。



２．確認運転及びしゅん⼯に向けた取組みについて
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 確認運転
 設備の健全性確認（現状停⽌している設備において、詰まり、動作不良等(漏えい以外)が発⽣しないことを確認）⇒ 保全の信頼性を⾼める。
 ガラス固化の確認（処理能⼒の確認） ⇒ ガラス溶融炉の処理能⼒の信頼性を⾼める。
 溶液、廃液処理（プルトニウム濃縮液、ウラン濃縮液を脱硝。⾼レベル濃縮廃液等をガラス固化）⇒ 液体を固体とし、より安定した形態で管理する。
※確認運転に併せて、使⽤前事業者検査として漏えい確認を実施する。

信頼性を⾼める取組み

 信頼性を⾼める取組みとして、確認運転については、しゅん⼯前に実施したいと考えている。
【確認運転までの段階】
確認運転までに実施すべき使⽤前事業者検査を完了し、核燃料物質等を⽤いた試験を⾏うために必要な試験使⽤承認を得る。
確認運転等に係る保安規定の変更認可の後、必要な⼿順書の整備、体制等の確認を実施する。

【しゅん⼯までの段階】
全ての使⽤前事業者検査を完了させ、使⽤前確認証を受領する。
新規制基準対応に係る保安規定の変更認可の後、必要な⼿順書の整備、体制等の確認、⼒量付与等を⾏い、重⼤事故対処

施設を使⽤するために必要な訓練（SA訓練）等を実施する。
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保安規定の変更認可申請については、(1)確認運転等に係る変更と(2)新規制基準対応に係る変更をそれ
ぞれ申請することを考えている。
(1)確認運転等に係る変更

確認運転に係る再処理施設の操作は、保安規定を遵守し、これまでの試験運転において安全を確保できることを確認した
範囲内で実施する。さらに、安全性向上に対する取組みを確実にするため、確認運転の開始までに保安規定を変更し、安
全確保に関する取組み⽅針等を規定する。
• 「使⽤済燃料による総合試験」に係る記載の削除（附則にて「新規制基準への適合確認完了までの間、使⽤済燃料

による総合試験で発⽣した溶液の取り扱いに限る。」ことを記載）
• 安全確保に関する取組み⽅針の追加（安全最優先、保有液の管理による安全性向上、ガラス溶融炉のトラブル事例

や他施設のトラブル情報の⼿順書等への反映）
• ⾼レベル濃縮廃液等の保有量管理に係る運⽤としてガラス固化⼯程停⽌時の再処理の停⽌等の追加
• その他（海洋放出管切離し等の⼯事に伴う保安上の措置変更他）
確認運転は、保安規定認可後、保安規定第74条（施設管理計画）6.3に基づき確認運転に係る実施計画を作成し、

計画に従い、⼿順書の整備、体制等の準備状況を確認した上で実施する。

(2)新規制基準対応に係る変更
事業変更許可及び設⼯認で記載した設計想定事象への対応、重⼤事故等への対処等に係る運⽤要求事項を保安規

定に反映する。
保安規定認可後、しゅん⼯までに、設計想定事象、重⼤事故等への対応に関する教育訓練（シーケンス訓練を含む）

を実施し、重⼤事故対応体制を確⽴する。

３．保安規定
３.１ 保安規定の変更⽅針
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３．保安規定
３.２ 確認運転時における安全対策等について

 再処理施設本体の系統内に保有する溶液・廃液の現在の放射能量は、重⼤事故等の対策に対する有効性評価で⽤いて
いる放射能量に⽐べ、施設全体で数％程度であり、確認運転では、新たなせん断は実施せず、系統内に保有する溶液・廃
液を⽤いることから、施設全体としての放射能量は増加しない。

 ただし、液の移送に伴い、各設備の液性状や液量が変化するため、重⼤事故のうち⽔素爆発および蒸発乾固に対する評価
として、液の移送ルートおよび移送量等を考慮した時間余裕を算定した結果、現⾏の安全対策により、重⼤事故に⾄る前に
対処可能である。

確認運転における評価（参考）事業許可時の
時間余裕［hr］※1事象 結果対処可能時間［hr］※2時間余裕［hr］※1

対処可816.111蒸発乾固
対処可0.831.4⽔素爆発

＜確認運転における時間余裕評価結果（各事象に対する発⽣までの時間余裕が最も短いものの例）＞

 上記以外の確認運転範囲に関わる重⼤事故（臨界、有機溶媒等による⽕災⼜は爆発）について、臨界は新たなせん断
を実施しないこと等から事象は発⽣しない。また、有機溶媒等による⽕災⼜は爆発は、設計基準において多重の安全対策を
講じていることから、重⼤事故に⾄る前に対処可能である。

＜保安規定 第29条の２ 交流電源供給機能等喪失時の体制の整備に基づく対策＞
⽔素掃気機能の喪失（想定される重⼤事故︓⽔素爆発）に対しては、電源⾞による電源供給、エンジン付き空気コンプレッサーに
よる圧縮空気の供給を実施
崩壊熱除去機能の喪失（想定される重⼤事故︓蒸発乾固）に対しては、電源⾞による電源供給、冷却コイルへの注⽔等を実施

これらの対応を確実に⾏うため、要員の⼒量維持の観点から、保安規定に基づく訓練（年１回）の中で、対応⼿順の確認および実
働での訓練を⾏うとともに、設備維持の観点から、電源⾞やエンジン付き空気コンプレッサーの動作確認（⽉１回）を⾏っている。

※1 各評価に⽤いるパラメータは、重⼤事故等の対策に対する有効性評価に⽤いた評価条件（事業許可）、現在の監視データや分析データ
（確認運転）を基に算定。これらの時間余裕は、外部電源が喪失、かつ⾮常⽤ディーゼル発電機が２台起動せずに全交流電源が喪失
し、これにより種々の安全機能が喪失した時点から、蒸発乾固は沸騰に達するまでの時間、⽔素爆発は未然防⽌濃度（8％）に達する
までの時間を評それぞれ評価したものである。

※２ 実態に即した対処可能時間（訓練等により確認済み）を⽰す。



 確認運転の全体イメージは下図のとおり。
 なお、廃液処理および溶液処理の詳細について次⾴以降に⽰す。

４．確認運転
４．1 全体イメージ

20確認運転の実施範囲

溶液処理
（プルトニウム濃縮液等を使⽤）

⻑期停⽌中の主要な⼯程の
設備に対する健全性確認

廃液処理
（⾼レベル濃縮廃液等を使⽤）

ガラス溶融炉の処理能⼒を確認

⻑期停⽌中の主要な⼯程の
設備に対する健全性確認



４．確認運転
４．2 廃液処理に伴う確認

21

熱上げ・確認流下 模擬廃液運転 実廃液による運転

使⽤前事業者検査（漏えい確認）
模擬廃液︓ガラス溶融炉
実廃液︓その他の系統

ドレンアウト
（運転終了）

・設備の健全性確認
・ガラス固化の確認（処理能⼒）
・廃液処理

＜ガラス溶融炉１基あたりの確認運転内容＞

 廃液処理では、⻑期停⽌している設備の健全性確認およびガラス溶融炉の処理能⼒の確認を⾏う。
 実施にあたっては、以下に⽰すとおり、模擬廃液を⽤いたガラス溶融炉の使⽤前事業者検査（漏えい確認）を⾏った後、実

廃液を使⽤して、実廃液をガラス溶融炉へ移送する系統の使⽤前事業者検査（漏えい確認）を⾏う。その後、引き続きガ
ラス溶融炉に実廃液を供給し処理運転（２系列分）を⾏う。
廃液処理において、⼯程内の廃液は全て処理せず、貯槽内の液性状を均⼀化するための攪拌に必要な液、将来のガラス溶融炉の運転を安定的に⾏うため
に必要な液等は⼯程内に残る。

主電極

間接加熱装置

模擬廃液 原料ガラスビーズ

主電極

間接加熱装置

実廃液 原料ガラスビーズ

主電極

間接加熱装置

熱上げ・確認流下 模擬廃液運転 実廃液運転 ドレンアウト

運
転
終
了ガラス溶融炉を

停⽌することなく
継続して運転実施

主電極

間接加熱装置

模擬ガラスビーズ



４．確認運転
４．3 溶液処理に伴う確認（１／２）
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 溶液処理では、⻑期停⽌中の設備に対する健全性確認を実施する。
 実施にあたっては、現状、⼯程内に保有する液の位置および性状等を考慮し、以下に⽰す処理運転を⾏う。

溶液処理において、⼯程内の溶液は全て処理せず、貯槽の構造および排出⽅法等の関係から貯槽底部に残る液、次⼯程への移送が可能となる濃度条件
を満たさない液は⼯程内に残る。

①溶媒処理

回収溶媒
受槽

溶媒蒸留塔

溶媒貯槽

蒸発缶

廃棄物
処理施設へ

ミキサ
セトラ

（分離施設・精製施設へ）
（１）古い溶媒を処理
（洗浄・蒸留等）

②ウラン保有液処理

ミキサ
セトラ

ウラン濃縮液
第２受槽 等

ウラナス
製造器

ウラン溶液
供給槽

一時貯留
処理槽

ウラナス
溶液受槽 等

ウラン濃縮缶

（分離施設より）

（ウラン脱硝施設へ）

ウラン・プルトニウム
混合脱硝施設へ

（１）精製施設（ウラン精製工程）
の洗浄液等を処理

（２）低濃度の
ウラナスを処理

（３）新たなウラナスを製造

溶媒

分離施設・精製施設
（Pu精製工程）へ

パルスカラム

ミキサセトラ

一時貯留処理槽

プルトニウム
濃縮缶

プルトニウム
濃縮液受槽

リサイクル槽

プルトニウム
濃縮液中間貯槽

（酸回収工程へ）

プルトニウム
溶液供給槽

プルトニウム
溶液受槽

③プルトニウム保有液処理

溶媒

精製施設
（ウラン精製工程）より

ウラナス

希釈槽

ウラン・プルトニウム
混合脱硝施設へ

ウラン・プルトニウム
混合脱硝施設より

（2）プルトニウム濃縮液

を少量ずつ移送※

（３）プルトニウム溶液
を濃縮

（１）精製施設（プルトニウム精製工程）
の洗浄液、プルトニウム濃縮液を処理※

①溶媒処理 ②ウラン保有液処理 ③プルトニウム保有液処理 ④洗浄液処理
⑤脱硝

＜溶液処理の確認運転内容＞

※プルトニウム濃縮液の処理時は、一定の濃度（プルトニウム濃縮
缶で濃縮可能な濃度） に到達するまで(1)～（２）を繰り返し実施

精製施設
（溶媒再生工程）より

精製施設
（溶媒再生工程）より



４．確認運転
４．3 溶液処理に伴う確認（２／２）
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硝酸ウラニル
貯槽

濃縮缶

脱硝塔

濃縮液
受槽

硝酸ウラニル
供給槽

シール槽

UO3受槽

ウラン酸化物
貯蔵容器

精製施設
（ウラン精製工程）

より

ウラン酸化物
貯蔵施設へ

⑤脱硝

硝酸ウラニル
貯槽

硝酸プルトニウム
貯槽

混合槽

脱硝装置

保管容器

焙焼炉 還元炉

粉砕機

混合機

粉末缶

精製施設
（ウラン精製工程）

より

精製施設
（ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製工程）

より

混合酸化物
貯蔵容器

ウラン・プルトニ
ウム混合酸化
物貯蔵施設へ

（１）ウラン濃縮液を
脱硝処理

（２）ウラン濃縮液および
プルトニウム濃縮液を

脱硝処理

④洗浄液処理

溶解槽

よう素追出し槽

中間ポット

中継槽 清澄機

計量前
中間貯槽

計量・
調整槽

計量後
中間貯槽

パルスカラム

ミキサセトラ

一時貯留処理槽

ウラン
濃縮缶

（高レベル廃液処理工程へ）

溶解液
中間貯槽

ウラン濃縮液受槽

分離施設
（溶媒再生工程）より

溶媒 ウラナス

プルトニウム
溶液受槽

精製施設
（プルトニウム精製工程）へ

プルトニウム
溶液中間貯槽

精製施設
（ウラン精製工程）へ

（１）分離施設に保有している
洗浄液等を処理（２）前処理施設に保有し

ている洗浄液等を処理

精製施設
（ウラン精製工程）より



Ⅲ．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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これまでの審査会合での議論
 使⽤前事業者検査に係る内容として、以下ご説明してきた。

 前回審査会合で、検討中としていたガラス溶融炉以外の容器、管に対する漏えい確認については、
実液を⽤いて可能な限り実施する⽅針。

25

 第576回審査会合（2026.4.27）
• ガラス溶融炉の閉じ込め要求（10条）に対して、模擬廃液を⽤いた漏えい確認を実施するこ

とを説明。
 第585回審査会合（2026.6.8）

• 代替検査の類型化について説明。

• ガラス溶融炉以外の容器、管に対して、可能な限り漏えい確認の実施範囲を広げるべく、検討
中である旨説明。

• 技術基準の条⽂要求に対して、網羅的に検査を実施する⽅法の整理を説明することとのコメ
ントをいただいた。

P28

P26

１．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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 ガラス溶融炉以外の容器、管に対して、試験使⽤承認を得た上で、実液を⽤いた漏えい確認を使
⽤前事業者検査として実施する。

【 前処理施設、分離施設の例 】

溶解槽
よう素追出し槽

中間ポット

中継槽 清澄機

計量前
中間貯槽

計量・
調整槽

計量後
中間貯槽

パルスカラム

ミキサセトラ

⼀時貯留処理槽

ウラン濃縮⽸

溶解液
中間貯槽

ウラン濃縮液受槽

プルトニウム
溶液受槽

精製建屋
（プルトニウム精製⼯程）へ

プルトニウム
溶液中間貯槽

精製建屋
（ウラン精製⼯程）へ

１．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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＜使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）の主な修正内容＞
主な修正内容資料

• 使⽤前事業者検査（溶接）の検査項⽬を追加。本⽂本⽂
• 技術基準要求のないガラス溶融炉の処理能⼒等を仕様表対象外と整理したことから、当該

の機能・性能検査を削除。
• 気体・液体廃棄物放出放射能量検査について、過去の試験運転（アクティブ試験）時に取

得した記録を⽤いた確認とする考え⽅を整理。
機能・性能検査対象の考え⽅別紙１

（変更なし）設備の健全性評価について別紙２
• 据付・外観検査は、劣化の可能性を考慮して実検査を基本とする⽅針に変更。
• 既設設備の主要な溶接部に対する検査⽅法を追加。検査⽅法の選定の考え⽅別紙３

（変更なし）記録の検証について別紙４
• 類型化した代替検査の説明を追加。【第585回 審査会合の反映】代替検査の評価について別紙５
• 既設設備のうち腐⾷を考慮する容器等の⼨法検査について、現状の板厚測定結果により、

設計余裕の範囲内であることが確認できたため、当該の板厚測定結果を⽤いた検査⽅法と
する⽅針に変更。

腐⾷を考慮する容器等の設⼯認およ
び使⽤前事業者検査の扱いについて別紙６

• 漏えい確認について、可能な限り実液を⽤いた確認を⾏うことを追加するとともに、実液を
⽤いた確認を⾏うことに伴い、試験使⽤承認の対象とし、試験使⽤承認範囲および試験
使⽤前に実施すべき使⽤前事業者検査の考え⽅を追加。

• 模擬廃液を⽤いたガラス溶融炉の漏えい確認⽅法（模擬廃液の妥当性含む）について
追加。【第576回 審査会合の反映】

施設の現状を踏まえた耐圧・漏えい検
査の実施⽅法について別紙７

使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）の修正内容
 これまでの審査会合を踏まえ、ガラス溶融炉の模擬液を使⽤した検査内容の整理、代替検査の類型

化について、使⽤前事業者検査の運⽤を整理。（その他、内容の適正化等も実施）

１．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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＜様式８（条⽂毎に作成）＞
＜設⼯認の設計＞

構造設計機能設計

基本設計⽅針

配置設計 評価設計

技術基準

• 系統構成の決定
• 必要容量の決定
• 多重化 など

• 配置場所の決定
• 必要数の決定 など

• 材質の決定
• ⼨法の決定
• 型式の決定 など

条⽂要求に対する網羅的な検査内容の整理（前回会合を踏まえたコメント回答）
 設⼯認の設計は、技術基準要求を踏まえ、基本設計⽅針を作成し、ハード⾯に係る「機能設計」、「構造設計」、

「配置設計」、「評価設計」およびソフト⾯に係る「運⽤」に区分されている。
 使⽤前事業者検査においては、上述の設計に対して、「機能要求」、「設置要求」、「評価要求」および「運⽤要求」

に分類し、「基準適合性を確保するための設計結果と適合性確認状況⼀覧表（様式８）」に展開することで、網
羅的に検査を実施していく。（審査における設計ルールについても、同様に整理）

※ 評価要求に対する検査は、評価条件どおりであることを確認する。
（評価条件には、機能設計や構造設計で決定した⼨法なども含まれる。）

機能要求 機能要求 設置要求 評価要求※

……基本設計⽅針

設置要求要求種別

確認⽅法設備の具体的
設計結果

設⼯認
設計結果設備名

据付・外観検査調達仕様・・・・設置する。●●機器

要求種別、設⼯認設計結果から、検査項⽬を決定する。

運⽤
運⽤要求

約6000設備

基本設計⽅針

• 耐震計算書
• 強度計算書 など

１．使⽤前事業者検査の実施⽅針（共通11）について
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参考資料



 現在、事業許可時の重⼤事故等の対策に対する有効性評価に⽤いている放射能量と再処理
施設本体の各⼯程内に保有する溶液・廃液の放射能量の⽐較を⾏った。⽐較結果を下表に
⽰す。

 なお、⽐較対象の核種は、蒸発乾固および⽔素爆発に関する影響評価への寄与度が⼤きい核
種のCs-137およびPuとする。

事業許可と現状の放射能量の⽐較結果について

事業許可と現状の
放射能量⽐較結果

現状
［Bq］

事業許可
［Bq］

PuCs-137PuCs-137PuCs-137

約3％約9％

＜放射能量の算出に⽤いたパラメータについて＞
事業許可の放射能量については、事業許可の重⼤事故等の対策に対する有効性評価に⽤いた液量［㎥］や放射

能濃度［Bq/㎥］から算定
現状の放射能量については、液量は各貯槽の監視データ、放射能濃度は各貯槽の分析データを基に算定
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【参考】



 再処理規則に基づき、当社再処理施設の事業許可において発⽣を想定している重⼤事故は以下のとおり。
臨界 蒸発乾固 ⽔素爆発 有機溶媒等による⽕災⼜は爆発
使⽤済燃料の損傷

 「使⽤済燃料の損傷」については、確認運転において使⽤済燃料は取り扱わないため、確認運転によって、事
象は発⽣しない。

 「臨界」については、確認運転で新たなせん断を実施しないこと、臨界を想定する貯槽への液移送は実施しな
いこと等から、事象は発⽣しない。

 「有機溶媒等による⽕災⼜は爆発」は、事業許可において、設計基準における多重の安全対策が機能せず、
TBP等の錯体の急激な分解反応の発⽣温度（135℃）に⾄るまでに何ら対策を講じなかった場合に発⽣
することを想定しており、今回の確認運転においては、現⾏の⼿順に基づき、当該温度に⾄るまでの予兆の検
知（監視）や、必要に応じて運転を停⽌する等の措置を講じることから、重⼤事故に⾄る前に対処可能で
ある。

 ⼀⽅で、「蒸発乾固」および「⽔素爆発」については、確認運転に伴い各設備における液の性状、液量が変
化するため、液の移送ルートおよび移送量等を考慮し、当該事象発⽣までの時間余裕評価を⾏い、当該事
象の発⽣に⾄る前に対処可能であることを確認している。

確認運転における重⼤事故の整理について
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 事業許可において想定している設計基準事故のうち、今回の確認運転では、新たに使⽤済燃料のせん断
は⾏わないことから「溶解槽における臨界」は発⽣せず、使⽤済燃料は取り扱わないことから「使⽤済燃料の
受⼊れ施設及び貯蔵施設での使⽤済燃料集合体落下」は発⽣しない。

 その他の事象については、以下のような現⾏の設備および現⾏の保安規定に基づく運転管理上の対策等を
講じることから、発⽣に⾄る前に対処可能である。
プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒⽕災

⇒機器及び配管は、腐⾷し難い材料を⽤いる・接液部は溶接構造とし、漏えいを防⽌する設計とし、漏えいした液は運転
員により検知・回収を⾏い、セルは着⽕源を排除する設計とする。

プルトニウム濃縮⽸でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応
⇒プルトニウム濃縮⽸に供給する硝酸プルトニウム溶液は、ＴＢＰ等を除去する設計とし、加熱蒸気は135℃（ＴＢＰ

等の錯体の急激な分解反応の開始温度下限値）以下に制限するとともに、温度や圧⼒が異常に上昇した場合に⾃
動で加熱を停⽌する設計とする。

⾼レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい
⇒主要機器は、腐⾷し難い材料を⽤いる・接液部は溶接構造とし、漏えいを防⽌する設計とする。

⾼レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい
⇒ガラス固化体容器とガラス溶融炉が結合装置により結合されず、固化セル移送台⾞がガラス溶融炉下の所定位置にな

い場合は加熱ができない設計とし、流下する溶融ガラスを重量計により監視し、所定の重量に達した場合に⾃動で流下
を停⽌する設計とする。

短時間の全交流動⼒電源の喪失
⇒外部電源は２回線から受電、⾮常⽤ディーゼル発電機は２台設けるとともに、⾮常⽤所内電源系統は分離・独⽴した
２系統を設ける設計とする。

確認運転における設計基準事故の整理について
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 蒸発乾固および⽔素爆発における時間余裕を評価し、現⾏の対策（保安規定 第29条の２ 交流電源供給機能等喪失
時の体制の整備に基づく対策）に要する時間よりも⻑いことを確認した。
⽔素爆発

⽔素掃気機能が喪失した場合における貯槽内の⽔素濃度が、未然防⽌濃度８％に到達するまでの時間余裕［hr］を算出する。
蒸発乾固

崩壊熱除去機能が喪失した場合における貯槽内の液が沸騰するまでの時間余裕［hr］を算出する。
（なお、算出においてはより厳しい結果となるよう機器外⾯を断熱とし、溶液と機器の⽐熱を考慮する。）

 以下に、現在想定している確認運転の実施⽅法を考慮した蒸発乾固および⽔素爆発における評価結果を⽰す。また、参考
として事業許可時における同評価の評価結果を⽰す。なお、評価結果は各事象の発⽣を仮定する設備のうち、最も時間余
裕が短いものを⽰す。

蒸発乾固および⽔素爆発に対する評価について

確認運転における評価（参考）
事業許可時の時間余裕［hr］※1事象 結果対処可能時間［hr］※2時間余裕［hr］※1

対処可816.111蒸発乾固
電源⾞による電源供給［対策］精製建屋 プルトニウム濃縮液受槽［設備名］精製建屋 プルトニウム濃縮液⼀時貯槽［設備名］

対処可
0.831.4

⽔素爆発 エンジン付き空気コンプレッサー
による圧縮空気供給［対策］精製建屋 希釈槽［設備名］精製建屋 プルトニウム濃縮液⼀時貯槽［設備名］
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※1 各評価に⽤いるパラメータは、重⼤事故等の対策に対する有効性評価に⽤いた評価条件（事業許可）、現在の監視データや分析データ（確認運
転）を基に算定。これらの時間余裕は、外部電源が喪失、かつ⾮常⽤ディーゼル発電機が２台起動せずに全交流電源が喪失し、これにより種々の安
全機能が喪失した時点から、蒸発乾固は沸騰に達するまでの時間、⽔素爆発は未然防⽌濃度（8％）に達するまでの時間をそれぞれ評価したもの
である。

※2 実態に即した対処可能時間（訓練等により確認済み）を⽰す。
 以上より、今回の確認運転における蒸発乾固および⽔素爆発発⽣までの時間余裕は、現⾏の対策に要する時間より⻑い

ため、現⾏の対策により、重⼤事故に⾄る前に対処可能である。
＜時間余裕評価に⽤いた主なパラメータについて＞

貯槽容量［㎥］ 初期温度［℃］ 沸点［℃］ 溶液⽐熱［kcal/kg/K］ 機器⽐熱「J/kg/K］ 崩壊熱密度［W/㎥］ 液量［㎥］
上記のうち、貯槽容量、初期温度、沸点、溶液⽐熱、機器⽐熱は設備の構造によるものや物性値であるため固定であり、液量および崩壊熱密度に
ついては以下のとおり事業許可と確認運転とで異なる。

【事業許可】重⼤事故等の対策に対する有効性評価
（液量は公称容量、崩壊熱密度は1⽇当たり処理する使⽤済燃料の仕様等を考慮した平常運転時の最⼤値）
【確認運転】液量は各貯槽の監視データ、崩壊熱密度は各貯槽の分析データを基に算定

【参考】



（１）本⽂
 容器等の主要な溶接部に係る使⽤前事業者検査について、構造、強度及び漏えいに係る検査と同様に、
検査に対する検査項⽬を本実施⽅針に追加する。

使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（1/7）
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判定基準の考え方検査概要検査項目

左記の全ての工程に
おいて，技術基準に
適合していることが
確認された場合，当
該溶接施工法は技
術基準に適合するも
のとする。

計画している溶接施工法の内容が，技術基準に適合する方
法であることを確認する。

溶接施工法の内容
確認

あ
ら
か
じ
め
確
認
す
べ
き
事
項
（
溶
接
施
工
法
）

試験材の種類及び機械的性質が試験に適したものであること
を確認する。

材料確認

試験をする上で，健全な溶接が施工できることを確認する。開先確認

溶接施工法及び溶接設備等が計画どおりのものであり，溶接
条件等が使用前事業者検査（溶接）計画書のとおりに実施さ
れることを確認する。

溶接作業中確認

試験材について，目視により外観が良好であることを確認す
る。

外観確認

溶接後熱処理の方法等が技術基準に基づき計画した内容に
適合していることを確認する。

溶接後熱処理確認

技術基準に適合した試験の方法により浸透探傷試験を行い，
表面における開口した欠陥の有無を確認する。

浸透探傷試験確認

溶接部の強度，延性及び靭性等の機械的性質を確認するた
め，継手引張試験，曲げ試験及び衝撃試験により溶接部の
健全性を確認する。

機械試験確認

管と管板の取付け溶接部の断面について，技術基準に適合
する方法により目視検査及びのど厚測定により確認する。

断面検査確認

再処理第1種機器及び腐食環境の厳しい第2種機器の接液

側に使用する溶接施工法に対し，腐食試験を実施し，耐食性
を確認する。

腐食試験確認

左記の全ての工程に
おいて，技術基準に
適合していることが
確認された場合，当
該溶接士は技術基
準に適合する技能を
持った者とする。

検査を受けようとする溶接士の氏名，溶接訓練歴等，及びそ
の者が行う溶接施工法の範囲を確認する。

溶接士の試験内容の確認

あ
ら
か
じ
め
確
認
す
べ
き
事
項
（
溶
接
士
）

試験材の種類及び機械的性質が試験に適したものであること
を確認する。

材料確認

試験をする上で，健全な溶接が施工できることを確認する。開先確認

溶接士及びその溶接士が行う溶接作業が使用前事業者検査
(溶接)計画書のとおりであり，溶接条件が使用前事業者検査(
溶接)計画書のとおり実施されることを確認する。

溶接作業中確認

目視により外観が良好であることを確認する。外観確認

技術基準に適合した試験の方法により浸透探傷試験を行い，
表面に開口した欠陥の有無を確認する。

浸透探傷試験確認

再処理第1種容器及び管の接液側の溶接を行う者の技能確

認に対し，技術基準に適合した試験の方法により放射線透過
試験を行い，溶接部の欠陥の有無を確認する。

放射線透過試験確認

曲げ試験を行い，欠陥の有無を確認する。機械試験確認

管と管板の取付け溶接部の断面について，技術基準に適合
する方法により目視検査及びのど厚測定により確認する。

断面検査確認

再処理第1種機器及び腐食環境の厳しい再処理第2種機器

の溶接を行う者の技能確認に対し，技術基準に適合した方法
により腐食試験を実施し，耐食性を確認する。

腐食試験確認

判定基準の考え方検査概要検査項目

左記の全ての工程にお
いて，技術基準に適合し
ていることが確認された
場合，当該溶接部は技
術基準に適合するものと
する。

適用する溶接施工法，溶接士について，あらかじめ
確認すべき事項に示す適合確認がなされているこ
とを確認する。

適用する溶接施工法，溶接士の
確認

容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
対
し
て
確
認
す
る
事
項

溶接に使用する材料が技術基準に適合するもので
あることを確認する。

材料検査

開先形状，開先面の清浄及び継手面の食違い等が
技術基準に適合するものであることを確認する。

開先検査

あらかじめの確認において，技術基準に適合してい
ることが確認された溶接施工法及び溶接士により溶
接施工しているかを確認する｡
再処理第1種機器及び腐食環境の厳しい再処理第
2種機器の接液部に用いる溶接材料に対し，腐食

試験を実施し，耐食性を確認する。

溶接作業検査

（含む，溶接材料の腐食試験）

溶接後熱処理の方法，熱処理設備の種類及び容
量が，技術基準に適合するものであること，また，あ
らかじめの確認において技術基準に適合しているこ
とを確認した溶接施工法の範囲により実施している
かを確認する。

熱処理検査

溶接部について非破壊試験を行い，その試験方法
及び結果が技術基準に適合するものであることを
確認する。

非破壊検査

溶接部について機械試験を行い，当該溶接部の機
械的性質が技術基準に適合するものであることを確
認する。

機械検査

規定圧力で耐圧試験を行い，これに耐え，かつ，漏
えいがないことを確認する。規定圧力で行うことが著
しく困難な場合は，可能な限り高い圧力で試験を実
施し，耐圧試験の代替として非破壊試験を実施する。
（外観の状況確認）

溶接部の形状，外観及び寸法が技術基準に適合す
ることを確認する。

耐圧検査

再処理第1種容器及びライニング型貯槽の溶接部

に対し，規定の漏えい試験を行い，技術基準に適合
するものであることを確認する。ただし，ライニング
型貯槽にあっては，構造上漏えい試験を行うことが，
著しく困難である場合は，浸透探傷試験を実施する。

漏えい検査

【参考】



（２）別紙１ 機能・性能検査対象の考え⽅
 ガラス溶融炉の処理能⼒に対して機能・性能検査対象と整理していたが、処理能⼒については技術基準要求はなく、
仕様表からも削除するため、使⽤前事業者検査対象外となることから、記載を削除する。

 気体・液体廃棄物放出放射能量検査についても、過去の試験運転（アクティブ試験）時に取得した記録を⽤いた
⽅が保守的な検査となると判断し、かつ、機能・性能検査として核燃料物質等を⽤いて試験を⾏わないため、試験使
⽤承認の記載を削除する。なお、漏えい確認に伴う核燃料物質等を⽤いた試験は⾏うことにしたため、別紙７で新た
に整理する。

【審査会合資料抜粋（2025/12/22）】

審査会合にて実廃液を⽤いたガラス溶融炉の運転に
よる処理能⼒の確認は、使⽤前事業者検査による
適合性確認に係る対象ではない説明を実施
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使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（2/7） 【参考】



（３）別紙３ 検査⽅法の選定の考え⽅（1/2）
 既設設備については、記録確認検査を優先していたが、過去の使⽤前検査時点より、劣化の可能性が考えられる

場合は、実検査がより有効な確認⽅法であるため、据付・外観検査を実検査を優先とする記載に変更する。

検査⽅法
検査項⽬設⼯認

要求事項 既設
（⼯事済）

新設・改造
（⼯事未）

実検査実検査機能・性能検査機能要求
（能⼒）

記録確認検査⇒実検査実検査据付・外観検査設置要求

実検査実検査基本設計⽅針に係る検査（状態確認）
評価要求

記録確認検査実検査状態確認検査（⽀持構造物）

記録確認検査実検査耐圧・漏えい（規定圧）
耐圧・漏えい検査

機能要求
（構造）

実検査－漏えい（運転圧）

記録確認検査実検査⼨法検査

記録確認検査実検査材料検査

記録確認検査実検査溶接事業者検査

記録確認検査記録確認検査基本設計⽅針に係る検査（運⽤）運⽤要求

＜既設設備の劣化状況を踏まえた検査内容【今回の審査会合資料】＞
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使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（3/7） 【参考】



（３）別紙３ 検査⽅法の選定の考え⽅（2/2）
 新規制基準の施⾏前に既に施⼯された主要な溶接部については、使⽤前事業者検査として新規制基準への適合を

確認するため、既設であることの特徴を踏まえた検査の⽅法を追加する。
① 設計基準対象設備の機器区分に応じた検査

新規制基準施⾏前に溶接検査を実施した溶接部については、使⽤前事業者検査として過去の溶接検査合格
証による記録確認検査を実施する。

② 重⼤事故等対処設備兼⽤により変更された機器区分に応じた検査
新規制基準により、既設設備の機器区分が格上げとなり、新規制基準施⾏前後で技術基準規則要求に差異が
ある溶接部については、使⽤前事業者検査として、検査記録、設計図書等による記録確認検査を実施する。なお、
検査記録や設計図書がない場合は、代替検査として、強度評価や溶接施⼯条件を踏まえた評価等により確認する。
（2025年7⽉30⽇ ⾯談、2026年6⽉8⽇ 審査会合）
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凝縮器

ハル洗浄槽

空気圧縮機
廃ガス
貯留槽

⾼性能粒⼦
フィルタ

排
⾵
機

主
排
気
筒

（液相）

（気相）

【①の範囲】
既設設備
（新規制基準施⾏前に施⼯された主要な溶接部）

新設設備

【②の範囲】
機器区分が変更となる既設設備

︓DB時 2種 【①の範囲】

︓DB時 4種 【①の範囲】

＜凡例＞

︓DB時 4種からSA時 2種に変更 【②の範囲】

︓DB時 2種、SA時 2種（機器区分変更なし）

使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（4/7） 【参考】



（４）別紙５ 代替検査の評価について
 代替検査を、「記録確認検査を補完する代替検査」と「実検査を補完するための代替検査」に分類し、類型化した
代替検査の評価内容を追加する。

代替検査の内容代替検査が必要となる理由代替検査が必要な範囲
（主な設備）

設計図書どおりに施⼯
されていることを品質管
理、現場施⼯の観点か
ら確認する。

• 仕様表の適正化や新規制基準による設計要求の
追加により、新たな検査項⽬が追加されたが、建設
時には当該検査を実施していない等の理由から、検
査記録がない。

• 当該設備は、セル内、埋設等によりアクセスできない
ため、実検査ができない。

仕様表対象設備
（記載の適正化等）(a)（１）

記録確
認検査
を補完
するため
の代替
検査

強度評価や溶接施⼯
条件を踏まえた評価等
により確認する。

• 新規制基準による設計要求の追加により、強度設
計及び新たな試験項⽬が追加されたが、建設時に
は当該設計及び試験を実施していないことから、設
計図書及び検査記録がない。

• 当該設備は、セル内、埋設等によりアクセスできない
ため、実検査ができない。

主要な溶接部
（既設溶接部の機器区

分の格上げ）
(b)

可能な範囲の実検査、
⼯事記録、設⼯認の評
価等を組み合わせて確
認する。

• 管理区域内から管理区域外へ⼀連の通⽔ができな
い。

可搬型中型移送ポンプ

（２）
実検査を補完す
るための代替検
査

• 消⽕設備の実動作ができない。ケーブルトレイ消⽕装置

• MOX共⽤設備からMOX燃料加⼯施設への供給が
できない

電動駆動消⽕ポンプ
（MOX共⽤）

• 計測範囲全域を満⾜できる強度の標準線源を準
備できない。

ガンマ線⽤サーベイメータ
（SA)

仕様表対象設備
の記録確認検査
を補完する代替
え検査の整理

主要な溶接部の
記録確認検査を
補完する代替検
査の整理

実検査を補完す
る代替検査の整
理

【審査会合資料抜粋（2026/06/08）】
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使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（5/7） 【参考】



（５）別紙６ 腐⾷を考慮する容器等の設⼯認および使⽤前事業者検査の扱いについて
 第17条（材料及び構造）の審査資料において、既設設備の硝酸腐⾷に対する評価を実施しており、約40,000箇

所の実測データを⽤いて、現状の腐⾷量を評価した結果、現状の腐⾷は「設計余裕」の範囲で収まり、「機械強度上
必要な厚さ」と「必要腐⾷代」を確保していると評価した。

 したがって使⽤前事業者検査としては、新設時の検査記録および現状の腐⾷量の評価結果（測定結果またはその
測定結果を踏まえた評価）により確認する旨、記載を変更する。

【審査会合資料抜粋（2025/06/30）】
セル内及びセル外ともに、全ての測定点は設計
余裕の範囲内であり、機械強度上必要な厚さ
と必要腐⾷代を超えるものはなかった。

腐⾷が発⽣していない範囲
（維持されている範囲）
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使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（6/7） 【参考】



（６）別紙７ 施設の現状を踏まえた耐圧・漏えい検査の実施⽅法について
 耐圧・漏えい検査について、既設設備の耐圧・漏えい検査は、過去の記録確認に加え、維持段階における各機器の

状態に対応する漏えい確認を実施するよう整理していたが、耐圧・漏えい検査（漏えい確認）は、維持段階に必要
な設備に係る漏えい確認のみならず、実液を⽤いて可能な限り通液による確認を実施する⽅針を追加する。

 これに伴い、漏えい確認は、核燃料物質等を⽤いた試験に該当することから試験使⽤承認申請を⾏う。
 また、ガラス溶融炉については、17条対象ではないことから耐圧・漏えい検査の対象外ではあるが、閉じ込め機能の確

認として、模擬廃液を⽤いた確認を⾏うことを追加する。（模擬廃液の妥当性含む）
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【審査会合資料（2026/5/12再提出資料）抜粋】【漏えい確認の概要】

A

供給槽

⾼レベル廃液供給配管

ITVカメラにより、フランジ接続部から
漏えいがないことを確認

ガラス溶融炉

︓模擬廃液の流れ

使⽤前事業者検査の実施⽅針の修正内容（7/7） 【参考】




